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１．はじめに 

 人口減少、高齢化の進む中山間地域において、地域

住民の移動手段の確保が全国的な課題となっている。

一方で、自動運転や AI などの先端技術の急速な発展

は、モビリティサービスの在り方を大きく変える可能

性があり、社会実装を目指した様々な取り組みが国内

外で行われている。大分県においても人口減少・高齢

化が深刻化し、過疎地の移動手段の確保が課題となっ

ている。そこで、大分県では 2019 年 7 月に「次世代モ

ビリティサービスの在り方に関する検討会」を設置し、

移動にかかる諸課題を解決する次世代モビリティにつ

いて実証実験を通じて議論を重ねている。この中で中

山間地域の高齢者の移動課題の有力な解決サービスと

して、IoT プッシュボタンを活用したタクシー配車サ

ービス（次世代型タクシー）が挙げられている。しか

しながら、実装に向けてはサービス維持にかかる料金

体系の在り方が課題になっている。 

本研究では、次世代型タクシーを想定した持続可能

な料金体系の在り方について、提供サービスレベルと

利用者ニーズ、運営コスト等の関係性をもとに検討す

ることを目的とする。 

２．次世代タクシーサービスの概要 

 検討会で行われた実証実験のうち、次世代型タクシ

ーに関する実験は 2020 年度より開始された。2020 年

度は、大分市野津原地区において、「見守り」機能を備

えた IoT プッシュボタンを用いたタクシー配車システ

ムの実証実験を行った。これはボタンを押すとタクシ

ーが迎えに来るという仕組みで、5 名の高齢者を対象

に 26 日間無償で実証実験が行われた。その結果、タク

シーを使った外出が 7 倍に増加し、シンプルで利用し

やすいという声が上がった。一方、あまりタクシーを

利用しなかった方は待ち時間が長く、予約できている

か不安になったという声があり、ボタンの改良やニー

ズの把握について課題が示されている¹⁾。 

今年度は有償の実証実験が竹田市で実施された²⁾。

2021 年 11 月と 2022 年 1 月の 2 回計画され、利用回数

に応じた通常の従量制と、定額制の異なる料金体系で 

 

図１ 各都府県の営業収入の推移 

 
図２ 各都府県の1日 1車あたりの営業収入の推移 

 

実施している。11 月に実施された従量制の実験では、

地域住民のニーズと IoT プッシュボタンの仕組みが合

わず、稼働回数が少なかった。1 月の定額制の実験で

はシステムの見直しを視野に入れつつ、利用者ニーズ

と運行会社の運行持続性のマッチングをより高めるよ

う改善していく予定である。 

３．タクシー事業者の運行実績と収支構造 

（１）都府県別の運行実績 

タクシー事業者の平均的な運行実績と運行コスト

等を整理するため、「ハイヤー・タクシー年鑑」3)をも

とに、都市部である東京都・大阪府・福岡県、地方部

である宮崎県・大分県のデータを整理した。 

営業収入の推移をグラフ化した結果、平成 25 年度

から令和元年度までの営業収入は、東京を除いた府県

で年々減少傾向にある（図１）。 
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図３ 大分県の実働1日1車当り実車キロと輸送回数推移 

 

図４ 原価構造の内訳の推移 

しかし、1日1車あたりの営業収入の推移をみると、 

各都府県の営業収入は年々増加している（図２）。都府

県ごとの営業収入は減少しているが、１日１車あたり

の営業収入が増加していることがわかる。また、東京

都とそれ以外の地域では 1 日 1 車あたりの営業収入に

大きな差があり、特に地方部は 2 万円を切る程度の水

準である。 

全体の営業収入の減少に対して、1 日 1 車あたりの

それが増加する要因として考えられるのが、輸送人員

の減少を超えるタクシードライバーの減少である。実

際、大分県を例に取ると、事業者数及び車両数の数が

年々減少する一方、実働１日１車あたりの実車キロ、

輸送回数は令和元年度を除き増加している（図３）。こ

のことから、少ない車両数と少ないドライバーで運営

しており、効率の良い配車を行うことが求められてい

ると推測できる。 

（２）原価構造の内訳 

営業収入の推移をグラフ化したことにより、各都道

府県の収入の実態が明らかになった。つぎに、タクシ

ー事業の支出費用について調べるため、原価構造の内

訳の全国平均の推移をグラフ化した（図４）。平成 23

年度から平成 29 年にかけて変化が見られたのは、燃

料費・保険料・車両償却費である。燃料費は 8.5％から

6.6％に減少し、保険料は 2.4％から 2.8％、車両償却費

は 1.3％から 1.9％に増加した。どの年度も人件費の割

合が 70％以上と高く、人件費に見合う収入の確保が重

要となる。 

４．中山間地域におけるタクシーの持続性の検討 

 中山間地域では都市部に比べ、限られた輸送力で少

ない需要に対し効率よく配車することが求められる。

需要は買い物や病院といった日常行動での利用が多く、

待ち時間に対する抵抗はそれほど大きくない。そこで、

効率的なタクシー事業の運行形態を模索するため、1

日あたりの収支構造のモデル化を図る。コストとして

運行台数・輸送距離に基づく人件費、燃料費及び配車

コスト、収入として輸送距離に基づく従量制運賃また

は定額制運賃を想定する。以上の想定に対して、利用

者数・利用回数の変動によって、収益分岐点となる運

行形態を模索する。シミュレーション結果は当日発表

する。 

５．おわりに 

 本研究では、地方タクシーの現状について整理し、

次世代モビリティサービスによる新たな移動手段の可

能性について検討を行った。地方部においては、少な

い需要と収入に対して、いかに効率的な運行ができる

かが鍵となる。IoT を用いた配車コストの効率化や料

金体系の柔軟化により、持続できるだけの収入が獲得

できるかが重要である。同時並行で実施している実証

実験では、料金体系や料金設定などの具体的なプラン

は実験段階にあり、試行錯誤を行っている途中である。

本研究で提案する数値モデルの精度を高めていくこと

で、地域住民のニーズに合った次世代モビリティサー

ビスを提供するとともに、地方タクシーが運営してい

ける仕組みを明らかにすることが今後の課題である。 
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